
みやぎ地域復興支援助成金交付要綱 

 

（趣 旨） 

第１ 県は、東日本大震災による被災者が安心して生活できる環境を確保するため、「特定非営利活動法人、

一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、社会福祉法人、学校法人、協同組合等の民

間非営利組織（以下「ＮＰＯ法人等」という。）」及び「ボランティア団体・地縁団体等の任意団体（以下

「任意団体等」という。）」が行う被災者支援事業に要する経費について、その実施主体に対し、予算の範

囲内において、みやぎ地域復興支援助成金（以下「助成金」という。）を交付するものとし、その交付等

に関しては、補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（定 義） 

第２ この要綱において「若者団体」とは、宮城県内に住民票を有する１８歳以上４０歳未満の者（以下「若

者」という。）２名以上で構成され、グループの構成員の半数以上が若者であるＮＰＯ法人等・任意団

体等（以下「団体等」という。）をいう。また、「一般団体」とは、それ以外の団体等をいう。 

 ２ この要綱において「若者枠」とは、被災者支援の取組に加え、専門家等の伴走支援を受けながら団体

等の課題解決を図り、事業の実行性・継続性を向上させる事業に取り組む若者団体に係る募集枠をいう。

また、「一般枠」とは、それ以外の被災者支援の取組のみに係る募集枠をいう。 

 

（助成対象者） 

第３ 助成金の交付対象者は、団体等のうち、次の各号に掲げる要件を全て満たす者のことをいう。 

 (1) 東日本大震災の被災者支援に関する事業を行う団体等であること。 

 (2) 第６の期間終了後も、継続的に活動を行う予定の団体等であること。 

(3) 定款・規約又はそれに準ずる文書を有すること。 

(4) 特定の個人又は団体の利益を図る活動を実施していないこと。 

(5) 宗教活動又は政治活動（政策提言活動は除く。）を主たる目的としていないこと。 

(6) 団体等の役員及び構成員の中に、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受

けることがなくなった日から５年を経過しない者がいないこと。 

 

（助成対象事業等） 

第４ 助成金の対象事業は、次に掲げる事業とする。 

 (1) 団体等が、被災者の生活環境の再建に向けて、直接支援を行う事業（以下「被災者支援事業」とい

う。）。 

   なお、各募集枠における対象分野は、以下のとおり。 

   ① 一般枠・・・コミュニティ支援、心のケア、教育・子育て支援、保健・福祉 

   ② 若者枠・・・コミュニティ支援、心のケア 

 (2) 若者団体が、自らの課題解決を図るため、専門家等から継続的に指導・助言を受けることで(1)の実

行性・継続性を向上させる事業（以下「実行性・継続性向上事業」という。）。 

   なお、実施回数は、第６に示す期間内に３回から５回の範囲で行うものとする。 

 ２ 若者枠の採択団体は、第４(1)(2)のいずれの事業も実施すること。 

 ３ 助成金限度額、助成率は別表１のとおりとし、助成金額は、助成金限度額の欄に定める上限と助成対



象事業に係る支出実績額とを比較して少ない方の額とする。 

４ 助成金額に千円未満の端数がある時は、これを切り捨てるものとする。 

 

（助成対象経費） 

第５ 助成金の対象経費は助成対象事業に直接係る経費とし、それぞれ以下のとおりとする。 

(1) 被災者支援事業に必要な経費は、別表２に定める経費とする。 

 (2) 実行性・継続性向上事業に必要な経費は、別表３に定める経費とする。 

 

 （助成対象期間） 

第６ 助成金の対象期間は、交付決定の日から事業完了の日若しくは事業の廃止の承認を受けた日又は交付

の決定のあった日の属する年度末のいずれか早い日までとする。ただし、前年度に助成金の対象となった

事業を継続して実施する場合、その継続的な取組により事業の目的に特に資すると知事が認める場合にお

いては、知事が認める経費について、交付決定のあった日の属する年度の４月１日に遡及して対象期間と

する。 

 

（交付申請） 

第７ 規則第３条第１項の規定による交付申請書の様式は、様式第１号によるものとし、その提出期限は知

事が別に定める日とする。 

２ 規則第３条第２項の規定により交付申請書に添付しなければならない書類は、別表４のとおりとする。 

 

（交付の条件） 

第８ 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

(1) 助成事業の内容を変更する場合においては、助成事業変更申請書（様式第６号）により、知事の承認

を受けること。ただし、次に掲げる重要な変更以外の軽微な変更にあっては、この限りではない。 

① 助成金交付決定額の２０％以上の減額を伴う変更 

② 助成対象事業の内容の重大な変更 

(2) 助成事業の全部を中止し、又は廃止する場合においては、助成事業中止（廃止）申請書（様式第７号）

により、知事の承認を受けること。 

 (3) 助成事業が予定の期限内に完了しない場合又は助成事業の実施が困難となった場合においては、助

成事業実施状況報告書（様式第８号）により、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

(4) 事業者は、事業の一部を他に委託する場合は、あらかじめ積算根拠資料を添付した書面により、知事 

の承認を受けること。知事の承認を受けないで事業の実施を委託した場合は、助成対象経費として認め

ないこととする。 

 

（状況報告） 

第９ 規則第１０条による助成事業の実施状況の報告は、助成事業実施状況報告書（様式第８号）によるも

のとし、提出期限は知事が別に定める日とする。 

 

（実績報告） 

第１０ 規則第１２条第１項の規定による事業実績報告書の様式は、様式第９号によるものとする。 

２ 規則第１２条第１項の規定により事業実績報告書に添付しなければならない書類は、別表５のとおりと



する。 

 

（交付方法） 

第１１ 助成金は、事業の完了後に事業者が提出する助成金請求書（様式第１３号）に基づいて、規則第１

３条に規定する助成金の額を交付するものとする。ただし、知事が助成事業の遂行上必要と認めるときは、

規則第１５条ただし書きの規定により、別表６に定める範囲において、概算払いにより交付できるものと

し、その請求書の様式は様式第１４号によるものとする。 

 

 （財産の管理、処分及び活用状況の報告） 

第１２ 事業者は、助成金の交付対象として取得又は改修した財産を善良な管理者の注意を持って管理する

とともに、助成金交付の目的に従って効果的に運用しなければならない。 

２ 事業者は、助成金により取得し、又は効用の増加した財産で次に掲げるものを知事の承諾を受けないで、

助成金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、

事業者が助成金の全部に相当する金額を県に納付した場合又は減価償却資産の耐用年数に関する省令(昭

和４０年大蔵省令第１５号)に定める耐用年数又は事業完了から５年のいずれか短い方の期間を経過した

場合は、この限りではない。 

① 不動産及びその従物 

② 取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上のもの 

③ その他知事が助成金の交付の目的を達成するため特に必要があると認めるもの 

３ 事業者は、前項の承諾を受けようとする場合は、あらかじめ財産処分承諾申請書(様式第１５号)を知事

に提出し、その承諾を受けなければならない。 

４ 知事は、第３項の承諾をしようとする場合において、処分制限財産に係る助成金額を上限として、財産

を処分することにより事業者が得る収入の全部又は一部を県に納付させることができる。 

５ 事業者は、減価償却資産の耐用年数に関する省令(昭和４０年大蔵省令第１５号)に定める耐用年数又は

事業完了から 5 年のいずれか短い方の期間を経過する日の属する年度の翌年度までの間、毎年度の４月２

０日を期限として、助成金により改修した空き家等既存施設の活用状況について、施設活用状況報告書（様

式第１６号）を知事に提出するものとする。 

 

（書類の提出部数） 

第１３ この要綱により知事に提出する書類の提出部数は、各１部とする。 

 

（関係書類の保管等） 

第１４ 事業者は助成事業に係る収入及び支出の帳簿及び証拠書類を整備し、助成事業が終了した年度の翌

年度から５年間保管しなければならない。 

２ 事業者は、事業期間内において処分の制限を受ける財産の管理の状況を明らかにするため、その財産に

係る関係書類を整備し、保管しなければならない。 

３ 事業者は、その組織を解散するとき又は合併するときは、あらかじめ関係書類の保管等に関して知事に

協議しなければならない。 

 

（その他） 

第１５ この要綱の定めるもののほか、助成金の交付等に関して必要な事項は、別に定める。 



 

附 則 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行し、平成２５年度予算に係る助成金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該助成金にかかる予算が成立した場合に、当該助成金に

も適用するものとする。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年７月８日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 規則第３条第１項の規定による交付申請その他の準備行為は、この要綱の施行の日前においても行うこ

とができる。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年１月２５日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年６月１０日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 規則第３条第１項の規定による交付申請その他の準備行為は、この要綱の施行の日前においても行うこ

とができる。 

 

附 則 
１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
２ 規則第３条第１項の規定による交付申請その他の準備行為は、この要綱の施行の日前においても行う

ことができる。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 
（準備行為） 

２ 規則第３条第１項の規定による交付申請その他の準備行為は、この要綱の施行の日前においても行う

ことができる。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年６月１日から施行する。 



 
附 則 

（施行期日） 
１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
（準備行為） 

２ 規則第３条第１項の規定による交付申請その他の準備行為は、この要綱の施行の日前においても行う

ことができる。 
 
  



別表１ 

 一般枠 若者枠 

(1) 助成金限度

額 
ＮＰＯ法人等 
上限  3,000 千円 
下限    500 千円 
 
任意団体等 
上限 1,800 千円 
下限  300 千円 

ＮＰＯ法人等 
上限  3,300 千円 
（うち、実行性・継続性向上事業 
            300 千円） 
下限    550 千円 
（うち、実行性・継続性向上事業 
            50 千円） 
 
任意団体等 
上限 2,100 千円 
（うち、実行性・継続性向上事業 
            300 千円） 
下限  350 千円 
（うち、実行性・継続性向上事業 
            50 千円） 

(2) 助成率 10／10 以内 

 
  



別表２ 

 

経費項目 内容 留意事項 

(1)  人件費 給与、アルバイト

賃金 
・時間単価（助成事業に従事する１時間あたりの人件費）

は、従事者の職責及び活動内容を勘案した上で、以下の額

を超えないこと。 
Ａ 常勤で組織管理的業務を主とする者 2,000 円 

Ｂ 常勤で組織管理的業務以外を主とする者 1,500 円 

Ｃ 非常勤、アルバイト等 1,200 円 

・上記で算出の上、１人当たりの１月の人件費は 200,000
円と雇用契約書等の基本給（手当除く）を比較して少ない

ほうの額を超えないものとする。 
※月額給与者は、時給に換算して申請のこと。 

(2)  諸謝金 講師、ボランティ

ア等、外部協力者

への謝礼金等 

・講師等謝礼金にかかる時間単価は、講師等の専門性を勘

案した上で、以下の額を超えないこと。 
Ａ 大学教授、民間又は民間団体（ＮＰＯを含む）の著名

人（中央及び複数の都道府県にまたがって活躍） 

9,000 円 

Ｂ 大学准教授、民間又は民間団体（ＮＰＯを含む）の有

識者（主に県内で活躍） 8,000 円 

Ｃ 大学講師、民間又は民間団体（ＮＰＯを含む）の構成

員（Ａ・Ｂ以外）  7,000 円 

・ボランティア等謝礼金に係る時間単価の上限額は 1,200
円とする。 
・講師等謝礼金は、助成対象事業の活動時間のみ対象とす

る。（活動準備時間は対象外。） 

(3)  旅費 交通費、宿泊費等 ・ガソリン代の助成対象上限額は 1km 当たり 15 円とす

る。 
・宿泊費の助成対象上限額は１泊当たり 9,000 円とする。 

(4)  消耗品費 購入単価５万円未

満の事務用品等消

耗品費等 

                  

(5)  光熱水費 電気、ガス、水道等

の使用料 
 

(6)  広告費・印

刷製本費 
新聞等への掲載料、

各種資料等の印刷

代、報告書作成費 

 

(7)  通信運搬費 郵送料、電話通信料

等 
 

(8)  賃料及び施

設使用料 
会議室等の使用料、

機材等の借り上げ

料 

 

(9)  行事保険料 行事・イベント保険

料等 
 

(10)  その他県

が必要と認める

費用 

  



別表３ 

 
別表４ 

交付申請書の添付書類 

(1)  事業者概要（様式第２号） 
(2)  事業計画書【被災者支援事業】（様式第３号） 
(3)  収支計画書【被災者支援事業】（様式第４号） 
(4)  事業・収支計画書【実行性・継続性向上事業】（様式第５号） ※若者枠のみ 
(5)  登記事項証明書、定款、規約等 
(6)  構成員名簿（氏名、年齢、住民票上の居住市町村が記載されたもの） ※若者枠のみ 

(7)  その他知事が必要と認める書類 

 
別表５ 

事業実績報告書の添付書類 

(1)  成果報告書【被災者支援事業】（様式第１０号） 
(2)  成果報告書【実行性・継続性向上事業】（様式第１１号） ※若者枠のみ 
(3)  収支精算書（様式第１２号） 
(4)  収支内訳書（任意様式） 
(5)  支払領収書又は振込依頼書の写 
(6)  雇用契約書、賃貸借契約書等契約書の写 
(7)  出勤簿及び助成金業務従事時間が分かる勤務日誌の写（人件費を計上する場合） 
(8)  運行簿の写（ガソリン代を計上する場合） 
(9)  物品購入、印刷費等の見積書、納品書、請求書の写 
(10)  印刷物の成果品（各 1 部） 
(11)  専門家等の略歴書 
(12)  その他知事が必要と認める書類 

  

経費項目 内容 留意事項 

(1)  諸謝金 団体等の課題解決

にあたり伴走支援

する専門家等への

謝礼金等 

・専門家等謝礼金にかかる時間単価は、専門家等の専門性

を勘案した上で、以下の額を超えないこと。 
Ａ 大学教授、民間又は民間団体（ＮＰＯを含む）の著名

人（中央及び複数の都道府県にまたがって活躍） 

9,000 円 

Ｂ 大学准教授、民間又は民間団体（ＮＰＯを含む）の有

識者（主に県内で活躍） 8,000 円 

Ｃ 大学講師、民間又は民間団体（ＮＰＯを含む）の構成

員（Ａ・Ｂ以外）  7,000 円 

・遠隔地から専門家等を招へいする場合は、その片道距離

（起点は旅費規程による）に応じて「１時間当たりの支払

基準額」を次のとおり割増しを行う。 
１５０㎞を超え３００㎞未満・・・２割増し 

３００㎞以上（東京など） ・・・５割増し 

・助成対象事業の活動時間のみ対象とする。 

(2)  旅費 (1)の謝礼金等対象

者の移動に係る交

通費、宿泊費等 

・ガソリン代の助成対象上限額は 1km 当たり 15 円とす

る。 
・宿泊費の助成対象上限額は１泊当たり 9,000 円とする。 



 
別表６ 

 請求時期 請求上限額 

(1) 交付決定後、中間基準日（注１）の前日までの期間 助成金交付決定額の５割 

(2) 中間基準日から事業計画の終期の一月前までの期間で、 
かつ(1)の支払実績を確認後 

助成金交付決定額の７割 
（(1)の請求分含む） 

注１ 助成金交付決定日から事業実施期間の終期までの総日数のうち、１／２を経過する日とする。 

注２ 概算払請求額に係る千円未満の端数は切り捨てるものとする。 

  


